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研究成果の概要（和文）：「従来の日本的経営の一部を保ちつつ、市場原理の貫徹度を強める経営」という新・
日本的経営システムの特徴を「オメガ（Ω）型経営」として概念提起し、それが日本企業や経済においてさらに
強化されつつあることを、資本市場と労働市場の変化に着目して析出した。その結果、（１）日本の資本市場に
おいては経済原理が強化されつつある一方、労働市場においては経済原理だけでなく、従来型の従業員関係重視
を再評価する企業があること、（２）Ω型経営の出現と企業業績との関係は、産業特性による相違があること、
（３）コーポレートガバナンス見直しの流れにおいても、日本企業は労働市場の果たす役割も包括的に分析する
必要があることを示した。

研究成果の概要（英文）：This research investigates the relationship between  “Omega (Ω) style 
management” and financial performance. We analyzed the text from newspaper articles, corporate 
financial reports, and annual reports from 1990-2015. The results of our study indicate 1) “Ω
-style management” strengthens the economic principles of new liberalism, and in addition, some 
companies also reevaluate their traditional Japanese style industrial relations; 2) the 
relationships between “Ω-style management” and corporate financial performance differ by industry
 characteristics; 3) the transformation of  Japanese companies’ corporate governance should 
comprehensively consider the impact of the labor market.

研究分野：社会科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本的経営の古典アベグレン『日本の経
営』(1958)とオオウチ『セオリーＺ』も、日
本的経営論のほとんどは終身雇用等々の人
事労務組織を扱ったもので、有機的に全社経
営を分析したものは希有である。さらに、資
本市場での市場競争への果断な対処と、悪化
した従業員との関係の再構築の総合的研究
はほとんど見ない。最近 20 年で、日本的経
営に関連した報道は減少し、完全子会社化、
および事業の売却・買収の記事は急増した。
労働市場では非正規労働者が４割近くにな
り、成果給の採用企業が大手で８割を超える
など市場原理主義への移行が進んだかに見
える。しかし 、従業員の不満や社会的問題
の深刻化をうけ非正規労働者の正規化や待
遇改善の論議が増加し、一度は労働の原理に
市場原理を導入したものの、その後雇用政策
を軌道修正した企業が増えている。これを全
社経営の新しい型として、アメリカ型の特質
と新たな「日本的というべき多様な方法」を
試行しているので「Ω型」と名付ける。その
パフォーマンスは概して高い。そこで、Ω型
の全貌とその成果を明らかにすることが、日
本の経済と社会、および企業で働く人々にと
って重要であると考える。 
 本研究に先立つ挑戦的萌芽研究（課題番
号：23653099）において、グローバル経営の
名称で急速に促進されてきた資本市場・労働
市場における市場原理主義の推進に対して、
日本企業の苦悩と苦難の結果、新たな経営方
式が現れつつあることを指摘し、それを「Ω
型経営」として概念提起した（図 1 参照）。
本研究は当該研究を発展させるものである。 
 

図１ オメガ型経営の概念図 
 
２．研究の目的 
 本研究は以下の点を究明する事を目的と
する。 
（１）まず、Ω型経営の構成要素を整理する。
経営学の理論を用いつつ、本研究に先立つ萌
芽研究で提案したΩ型経営の出現を議論す
るための作業仮説を立てる。 
（２）Ω型経営がどのように、そしてどの程

度日本企業に伝播しているか、代表的企業の
データをテキスト分析して考察し、Ω型経営
の戦略的有効性の検証を行う。 
（３）Ω型経営が強化される方向で作用する
と考えられるコーポレートガバナンスコー
ドについて展望する。 
 
３．研究の方法 
 研究は３つのプロセスで実施した。 
（１）Ω型経営の構成要素を整理する。近年
の日本的経営の変化をレビューし、企業の経
営の変化について新聞記事や企業の有価証
券報告書を元に分析する。 
（２）テキスト分析に用いるディクショナリ
ーを構築し、基幹産業の代表的企業における
Ω型経営の表出を析出する。 
（３）Ω型経営が企業の意図通り社会に解釈
されているか、戦略的有効性について新聞報
道と有価証券報告書の相違点について検討
する。また、2015 年９月のコーポレートガバ
ナンスコード導入に伴う、企業の資本市場で
の変化の適応を調査分析する。 
 
４．研究成果 
(１)Ω型経営の強化と市場原理経営の変化 
 日本的経営は、日本の大企業に特徴的な経
営慣行や方式を指すものとして、人的資源管
理、生産管理、企業統治、組織間関係等の多
岐にわたる分野でその特異性、優位性、問題
点等が指摘されてきた。日経連（1995）は、
この背景として日本企業の経営の根本には
「人間中心（尊重）の経営」と長期的視野に
立った経営」という理念が基本になっている
と述べる。一方経済のグローバル化や情報技
術の進展等の影響を受け、日本企業は新たな
経営システムへの転換を迫られている。長年
培って来たやや閉鎖的とも言える日本的経
営から資本面・労働面双方で欧米型への適応
を迫られる事を意味する。その変化によって、
表出したΩ型経営は、資本市場と全社戦略レ
ベルでは市場原理主義のアメリカ型へ適応
しつつ、労働市場では一旦市場原理拡大・強
化したものの、日本の社会や従業員に適合す
る新方式を模索し、相互の関係を総合的・計
画的に進めるのが効果的である（赤岡,2013）。 
 まず本研究では資本市場における株主構
成比率の変化をヒートマップを用いて示し
た。自動車産業を例に示すと、株主構成は各
社の資本市場戦略の相違に伴い 15 年間で大
きな差異を示す（図 2 参照）。図 2 のヒート
マップは、色が薄いほど、株主構成の変化が
大きいということを意味している。トヨタ・
日産は 2000 年代初頭の金融業界再編の際に
株主構成が大きく変化したがその後安定し
ている。一方マツダといすゞは、2007 年から
の世界経済危機以降に株主構成が大きく変
化し、不安定である。トヨタ以外の 3社は海
外自動車企業がそれぞれ筆頭株主になって
おり、マツダといすゞは 2015 年、2007 年に
フォード自動車、GM との資本関係を解消した。



このように日本の自動車業界の資本面での
再編は現在も進行中である。 
 

図２ 自動車産業の大株主のヒートマップ 
 
（２）Ω型表出の産業別差異 
 Ω型表出の特徴を基幹産業の代表的企業
でテキスト分析した。 
 分析の手順は、まず日本経済新聞・日本産
業新聞の 1990年−2015 年の全データから、主
要企業について言及しているデータを企業
別に抽出し、データベースを構築した。並行
して先立つ萌芽研究の結果及び上記（１）の
分析過程で抽出された概念のなかで、労働市
場に関しては、長期雇用-契約ベース雇用と
年功序列制度-成果主義を分析概念として、
労働市場の雇用期間と報酬制度に関係する
用語を整理した。 
 資本市場に関しては、企業の経営安定化や
買収を避けるため、長期保有の株主を中心と
する安定株主、株主の利益を最優先にし、株
式を短期保有する株主を中心として構成す
る株主至上主義、コンプライアンス重視をガ
バナンスの中心と捉える議論を守りのガバ
ナンス、近年のコーポレートガバナンスコー
ドに見られるようにアメリカ型経営の特徴
であり、説明責任を重視し、M&A を積極的に
行い、機関投資家との関係をガバナンスの主
軸と捉える議論を攻めのガバナンスとして、
安定株主-株主至上主義、守りのガバナンス-
攻めのガバナンスをそれぞれ分析概念とし
た。これら概念の構成要素を検討し、ディク
ショナリーを構築した 
 分析においては、1990 年-1997 年の金融危
機前、1998 年−2008 年のリーマンショック、
2009年から現在に至るまでという3期に分け
て、それぞれの期中における概念の表出を相
対的に表した。 
 自動車産業とエレクトロニクス産業の分
析結果を統合した結果を下図に示す。自動車
産業では、トヨタやホンダは日本型経営を変
更せず、三菱自動車はアメリカ型経営へとシ
フトした。一方、マツダは一旦はアメリカ型
経営へとシフトしつつ、最終的には労働市場
における従業員関係を重視し、Ω型経営を実
践している企業である。フォードとの資本提
携中においても、フォードが「マツダは車の
開発期間が圧倒的に早い」、「マツダは同じ車

種の開発・生産に関与し続ける社員がいるの
で、強い」（フォード人事部長によるコメン
ト）といったコメントにも現れるように、フ
ォードとの提携期間を通じて、逆に日本的経
営の持つ強みを再評価した結果とも考えら
れる。その事を示すように、アメリカ型経営
にシフトした三菱自動車は業績が芳しくな
い。自動車産業においては従業員関係の強化
は重要な労働市場戦略である事が示唆され
る。一方、エレクトロニクス産業においては、
富士通や日立がΩ型経営に、東芝やパナソニ
ックはアメリカ型経営にシフトし、三菱電機
は日本型企業を維持している。自動車産業に
おいて日本型経営を維持している企業の業
績がいいのと対照的に、エレクトロニクス産
業においてはΩ型経営にシフトした企業の
業績が比較的良い。エレクトロニクス産業の
方が、製品のモジュール化、汎用化が進んで
おり、こうした業界特性の下では米国型経営
が強みを発揮するのかもしれない。 
 

 
図３ 自動車産業とエレクトロニクス産業
のΩ型への変容(2015 年) 
 
 企業の戦略を社長自らの言葉で説明して
いるのが事業報告書である。本研究では、主
要企業の事業報告書と新聞報道とを比較し、
企業戦略がどのように社会で受け止められ
ているか分析し、Ω型経営の戦略的有効性 
を探った。 
 事業報告書の分析の結果、２期ではホンダ、
マツダ、日産が株主市場手技と攻めのガバナ
ンスというアメリカ型経営を強くアピール
していた。しかしホンダの主張は、攻めのガ
バナンスについて、新聞報道が少ない。3 期
では、三菱自動車だけが日本型経営を強く主
張していた。だが、これは新聞報道や世間の
理解とは異なる。 
 家電は、２期は企業は米国型へのシフトを
アピールしているが、報道内では過渡期と捉
えられる事が多かった。3 期は、東芝は米国
型へのシフトをアピールし、記事もそのよう
に報道していた。 
 
（３）Ω型経営と市場原理経営の変化 
 次に我々は、CG による日本的経営の変容を
分析する可能性を考察した。 
 CG 関連研究を分析した結果、CG の研究分
野は、経営学、経済学、法学に集中している
ことがわかり、従来のレビュー論文の指摘と
一致すると言える。年代別の研究分野の推移
からみると、CG に関する研究・記事は法律（商



法・会社法）の改正や CG コードなどの新た
な制度・仕組みの導入といった大きな取り組
みと連動しているということも確認できた。
論文・記事のキーワード別でみると、日本は
近年規範的な CG、外部ガバナンスよりも、CG
組織構造や内部ガバナンス（監査役、社外取
締役、内部統制）に関心を向いていると言え
る。CG 研究のタイトル間の関連性を見ても、
法律の改正により、企業には新しい内部統制
を構築し、社会責任を果たすべきであること
も示している。 
 それでは、日本的経営における CG の位置
づけ、CG に基づく日本的経営の議論をどうみ
るべきか。CG 関連文献を分析した限り、CG
と日本との関連性が高いため、日本の CG の
独自性がフォーカスされると考えられる。し
かし、文献のキーワードの分布からは、出現
頻度の高いキーワードは単独に分析される
可能性が高い。さらに、経営学分野では、CG
に対する研究の関心が組織アーキテクチャ、
企業業績との関係に移り変わっているもの
の、CG 構造と企業業績との研究はまだ途中で
あり、日本でのあるべき姿の CG もはっきり
していないのが現状である。CG による日本的
経営への影響を包括的な分析を行うために
は、例えば資本市場・労働市場を包括に分析
するオメガ経営のフレームワークは可能性
を持つと思われる。 
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